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2 0 2 5 年 ９ 月 1 6 日 

 

報 道 関 係 者 各 位 

 

日 本 証 券 業 協 会 

 

 

パブリックコメントの募集について 

 

 本日付で、別紙のとおり、下記の事項についてパブリックコメントを募集することといた 

しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

〇処分通知等のデジタル化に係る「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」等の

一部改正案について 

募集期間： 2025 年９月 16日（火）から 2025年 10月 15日（水）17時 00分まで 

所 管： 自主規制企画分科会 

内 容： 本協会が行う外務員等の処分にあたっては、行政手続法、金融商品取

引法及び「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」に定める

ところにより、聴聞又は弁明に関する通知等を行い、処分が決定した場

合は処分対象者等に対して処分の通知を行っているが、これらの通知等

については、当該法令規則において書面で行うことが規定されているこ

とから、現状、書面を郵送する方法により、通知等を行っているところ

である。 

今般、本協会が行う外務員等処分に関する処分通知等のデジタル化を

図るため、「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」の一部を

改正するとともに、外部員等処分の不服申立てに関する通知等について

も同様の取扱いとするため、「協会員の従業員等に係る自主規制処分の

不服申立てに関する規則」の一部を改正することとする。 

 

〇 パブリックコメントの募集方法 

郵便又は協会ホームページ内専用フォームにより募集 

郵便の場合：〒103-0027 東京都中央区日本橋２－11－２ 

日本証券業協会 規律審査部 宛 

専用フォームの場合： https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=28 

 

以 上 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=28
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○ 本件に関するお問い合わせ先 

・「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」の一部改正について 

日本証券業協会 規律審査部（TEL 03-6665-6778） 

・「協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則」の一部改正について 

日本証券業協会 総務部（TEL 03-6665-6800） 
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処分通知等のデジタル化に係る「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」等の一

部改正案について 

 

令 和 ７ 年 ９ 月 1 6 日 

日 本 証 券 業 協 会 

Ⅰ．改正の趣旨 

本協会が行う外務員等処分には、国からの委任を受けて行う行政処分と自主規制機関独自で行う

自主規制処分がある。これらの処分にあたっては、行政手続法、金融商品取引法及び「協会員の外

務員等の処分に係る手続に関する規則」に定めるところにより、聴聞又は弁明に関する通知等を行

い、処分が決定した場合は処分対象者等に対して処分の通知を行っているが、これらの通知等につ

いては、当該法令規則において書面で行うことが規定されていることから、現状、書面を郵送する

方法により、通知等を行っているところである。 

一方、国や地方自治体が行う行政処分については、処分通知等の文書発出をオンラインで行うこ

とが可能となるよう検討が進められ、令和５年３月 31 日には、デジタル庁が「処分通知等のデジ

タル化に係る基本的な考え方」を公表し、処分通知等のデジタル化を推進しているところである。 

このような状況を踏まえ、今般、本協会が行う外務員等処分に関する処分通知等のデジタル化を

図るため、「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」の一部を改正することとする。 

また、外部員等処分の不服申立てに関する通知等についても同様の取扱いとするため、「協会員

の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則」の一部を改正することとする。 

 

Ⅱ．改正の骨子 

 １．「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」の一部改正【別紙１－１～１－２】 

(1) 処分通知等については、本協会が別に定めるところにより、電子情報処理組織を使用する

方法により行うことができる旨の規定を追加する。     

          （第 30条） 

(2) その他所要の整備を図る。 

 

２．「協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則」の一部改正【別紙２－１

～２－２】 

通知等については、本協会が別に定めるところにより、電子情報処理組織を使用する方法によ

り行うことができる旨の規定を追加する。 

          （第 37条） 

 

Ⅲ．施行の時期 

 この改正は、令和７年 12月１日から施行し、同日以降に行う処分通知等について適用する。  
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パブリックコメントの募集スケジュール等 

(1) 募集期間及び提出方法  

① 募集期間：令和７年９月 16日(火)から令和７年 10月 15日(水)17:00 まで (必着)  

② 提出方法：郵便又は専用フォームにより下記までお寄せください。  

郵便の場合：〒103-0027 東京都中央区日本橋２丁目 11番２号 

日本証券業協会 規律審査部 宛 

専用フォームの場合： https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=28 

 

(2) 意見の記入要領  

件名を「処分通知等のデジタル化に関する『協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則』

等の一部改正に対する意見」とし、次の事項を御記入のうえ、御意見を御提出ください。  

① 氏名  

② 連絡先（電子メールアドレス、電話番号等）  

③ 会社名（法人又は団体として御意見を提出される場合、その名称を御記入ください。） 

④ 意見の該当箇所  

⑤ 意見 

⑥ 理由 

 

○ 本件に関するお問い合わせ先： 

Ⅱ．１ 「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」の一部改正について 

日本証券業協会 規律審査部（TEL 03-6665-6778） 

Ⅱ．２ 「協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則」の一部改正について 

日本証券業協会 総務部（TEL 03-6665-6800） 

 

以 上 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=28
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「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」の一部改正案について 

 

令和７年９月 16日 

（下線部分変更） 

改  正  案 現     行 

第 ２ 章  行 政 処 分 第 ２ 章  行 政 処 分 

  

（金融商品仲介業者の外務員に係る聴聞の通知

等） 

第 ４ 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員

に係る行政処分をしようとするときは、行政手

続法に定める聴聞を行う。 

 

 

 

２ 本協会は、前項の聴聞を行おうとするとき

は、所属協会員を通じて当該外務員に係る外務

員登録を受けている金融商品仲介業者に前条

第１項各号に掲げる事項を通知する。 

３      （ 現行どおり ） 

 

 

 

 

４ 前２項の規定は、第30条の規定に基づき、本

協会が金融商品仲介業者に直接通知を行う場

合は適用しない。 

５ 本協会は、第２項に規定する通知を行う場

合、当該通知に係る金融商品仲介業者の外務員

（第３項に規定する金融商品仲介業者の外務員

を除く。）に対しても、同様の通知を行う。 

６ 第３項及び前項の規定は、第２項の通知に係

る金融商品仲介業者の外務員の住所、居所が知

れない場合その他のやむを得ない理由がある

場合は適用しない。 

（金融商品仲介業者の外務員に係る聴聞の通知

等） 

第 ４ 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員

に係る行政処分をしようとするときは、所属協

会員を通じて当該外務員に係る外務員登録を

受けている金融商品仲介業者に前条第１項各

号に掲げる事項を通知し、行政手続法に定める

聴聞を行う。 

（ 新   設 ） 

 

 

 

２ 前項の所属協会員は、金融商品仲介業者に対

し、前項の通知の内容を金融商品仲介業者の外

務員（当該金融商品仲介業者に所属している者

に限る。）に速やかに伝達するように指導しな

ければならない。 

（ 新   設 ） 

 

 

３ 本協会は、第１項に規定する通知を行う場

合、当該通知に係る金融商品仲介業者の外務員

（前項に規定する金融商品仲介業者の外務員を

除く。）に対しても、同様の通知を行う。  

４ 前２項の規定は、第１項の通知に係る金融商

品仲介業者の外務員の住所、居所が知れない場

合その他のやむを得ない理由がある場合は適

用しない。 

  

（金融商品仲介業者の外務員に係る行政処分の

通知等） 

第 ６ 条   （ 現行どおり ） 

（金融商品仲介業者の外務員に係る行政処分の

通知等） 

第 ６ 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員

別紙 １－１ 
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改  正  案 現     行 

 

 

 

 

２      （ 現行どおり ） 

 

 

 

 

３ 前２項の規定は、第30条の規定に基づき、本

協会が金融商品仲介業者に直接通知を行う場

合は適用しない。 

４ 本協会は、第１項に規定する通知を行う場

合、当該通知に係る金融商品仲介業者の外務員

（第２項に規定する金融商品仲介業者の外務

員を除く。）に対しても、同様の通知を行う。 

５ 第２項及び前項の規定は、第１項の通知に係

る金融商品仲介業者の外務員の住所、居所が知

れない場合その他のやむを得ない理由がある

場合は適用しない。 

６      （ 現行どおり ） 

 

に係る行政処分を行ったときは、遅滞なく、行

政処分の内容及びその理由を書面により所属

協会員を通じて当該外務員に係る外務員登録

を受けている金融商品仲介業者に通知する。 

２ 前項の所属協会員は、金融商品仲介業者に対

し前項の通知の内容を金融商品仲介業者の外

務員（当該金融商品仲介業者に所属している者

に限る。）に速やかに伝達するように指導しな

ければならない。 

（ 新   設 ） 

 

 

３ 本協会は、第１項に規定する通知を行う場

合、当該通知に係る金融商品仲介業者の外務員

（前項に規定する金融商品仲介業者の外務員

を除く。）に対しても、同様の通知を行う。 

４ 前２項の規定は、第１項の通知に係る金融商

品仲介業者の外務員の住所、居所が知れない場

合その他のやむを得ない理由がある場合は適

用しない。 

５ 本協会は、第１項の通知を行ったときは、当

該通知先の金融商品仲介業者の全ての所属協

会員に周知する。 

 

第 ３ 章  自主規制処分 第 ３ 章  自主規制処分 

  

（金融商品仲介業者の外務員の職務禁止措置の

通知等） 

第 26 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員

の職務禁止措置を行うことを決定した場合又

は行わないことを決定した場合は、遅滞なく、

書面によりその旨を金融商品仲介業者の外務

員等に係る提出協会員に通知する。金融商品仲

介業者の外務員の職務禁止措置を行うことを

決定した場合において、当該通知に係る金融商

品仲介業者の外務員等が退職その他の理由に

より他の協会員に所属しているとき、又は他の

協会員を所属金融商品取引業者等とする金融

（金融商品仲介業者の外務員の職務禁止措置の

通知等） 

第 26 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員

の職務禁止措置を行うことを決定した場合又

は行わないことを決定した場合は、遅滞なく、

書面によりその旨を金融商品仲介業者の外務

員等に係る提出協会員を通じて金融商品仲介

業者に通知する。金融商品仲介業者の外務員の

職務禁止措置を行うことを決定した場合にお

いて、当該通知に係る金融商品仲介業者の外務

員等が退職その他の理由により他の協会員に

所属しているとき、又は他の協会員を所属金融
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改  正  案 現     行 

商品仲介業者に所属している若しくは個人金

融商品仲介業者となっているときは、当該他の

協会員に対しても、同様の通知を行う。 

 

２ 前項の提出協会員は、金融商品仲介業者に対

し、前項の通知の内容を伝達するとともに、金

融商品仲介業者から、当該外務員等（当該金融

商品仲介業者に所属している者に限る。）に対

して、前項の通知の内容を速やかに伝達するよ

うに指導しなければならない。 

３・４    （ 現行どおり ） 

５ 本協会は、第１項の通知を行ったときは、当

該通知に係る外務員等が所属する金融商品仲

介業者の全ての所属協会員に周知する。 

６・７    （ 現行どおり ） 

商品取引業者等とする金融商品仲介業者に所

属している若しくは個人金融商品仲介業者と

なっているときは、当該他の協会員に対して

も、同様の通知を行う。 

２ 前項の提出協会員は、金融商品仲介業者に対

し、前項の通知の内容を金融商品仲介業者の外

務員等（当該金融商品仲介業者に所属している

者に限る。）に速やかに伝達するように指導し

なければならない。 

 

３・４    （ 省   略 ） 

５ 本協会は、第１項の通知を行ったときは、当

該通知先の金融商品仲介業者の全ての所属協

会員に周知する。 

６・７    （ 省   略 ） 

  

第 ５ 章  雑   則 第 ５ 章  雑   則 

  

（電子情報処理組織による通知等） 

第 30 条 この規則において本協会（弁明の主宰

者を含む。）又は当事者等が書面により行うこ

とが規定されているもの並びに行政処分にお

ける聴聞又は処分に関する届出、申請その他の

法令の規定に基づき本協会（聴聞の主宰者を含

む。）に対して行われる通知及び法令の規定に

基づき本協会（聴聞の主宰者を含む。）が行う

通知のうち書面により行うことが規定されて

いるもの（以下この条において「通知等」とい

う。）については、当該規定にかかわらず、情

報通信技術を活用した行政の推進等に関する

法律、情報通信技術を活用した行政の推進等に

関する法律施行令その他関連法令に基づき本

協会が別に定めるところにより、電子情報処理

組織（本協会の使用に係る電子計算機と本協会

との間で通知等を授受する者の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情

報処理組織をいう。以下同じ。）を使用する方

法により行うことができる。 

 

（ 新   設 ） 
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改  正  案 現     行 

２ 前項の規定に基づき電子情報処理組織を使

用する方法により行われた通知等については、

書面により行われたものとみなして、この規則

又は当該通知等に関する本協会の自主規制規

則の規定を適用する。 

（ 新   設 ） 

３ 第１項の規定に基づき電子情報処理組織を

使用する方法により行われた通知等は、当該通

知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルへの記録がされた時に当該

通知等を受ける者に到達したものとみなす。 

（ 新   設 ） 

  

（費   用） 

第 31 条     （ 現行どおり ） 

（費   用） 

第 30 条 第３章第１節に規定する弁明の手続

の費用は、次の各号に掲げるものを除くほか、

当事者等の負担とする。 

 １～３   （ 省   略 ） 

  

付   則  

この改正は、令和７年 12 月１日から施行し、

同日以降に行う通知等について適用する。 
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「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」第 30条第１項 

に規定する「本協会が別に定める」の内容について（案） 

 

 令和７年●月●日制定 

 

「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」（以下「処分手続規則」という。）第

30条第１項に基づき、外務員等（処分手続規則第２条第１号、第２号、第４号、第５号及び

第６号に規定する者をいう。以下同じ。）の処分に関する通知等を電子情報処理組織を使用す

る方法により行うときに必要な事項を、以下のとおり定める。 

 

Ⅰ．電子情報処理組織による通知等の対象 

電子情報処理組織による通知等の対象は、以下に掲げる通知等とする。 

１．本協会（聴聞・弁明の主宰者を含む。以下同じ。）から協会員、金融商品仲介業者又は外

務員等宛てに行う通知等 

No 通知等の名称 根拠法令等 

【聴聞に関する通知等】 

１ 聴聞通知書 行政手続法第 15条第１項 

処分手続規則第３条第１項、第４条第１項 

２ 聴聞期日変更通知書 内閣府聴聞手続規則第３条第３項 

３ 補佐人の出頭許可通知書 内閣府聴聞手続規則第７条第２項 

４ 参加人許可通知書 内閣府聴聞手続規則第４条第２項 

５ 文書等閲覧・謄写許可通知書 内閣府聴聞手続規則第５条第２項、同条第３

項 

６ 聴聞調書等の閲覧許可書 内閣府聴聞手続規則第 12条第２項 

７ 聴聞期日続行通知書 行政手続法第 22条第２項 

８ その他聴聞に関する通知等 ― 

【弁明に関する通知等】 

９ 弁明通知書 処分手続規則第９条第１項、第 22条 

10 弁明の期日開催決定書 処分手続規則第 11条第１項、第 22条 

11 弁明の期日続行通知書 処分手続規則第 17条第２項、第 22条 

12 その他弁明に関する通知等 ― 

【処分に関する通知等】 

13 処分通知書（不服申立てをすべき行

政庁等の教示を含む。） 

行政手続法第 14条 

行政不服審査法第 82条 

金融商品取引法第 64条の５第３項 

処分手続規則第５条第１項、第６条第１項 

14 不都合行為者決定通知書/決定しな

い通知書 

処分手続規則第 24条第１項、同条第３項 

別紙 １－２ 
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15 外務員の職務禁止措置決定通知書/

決定しない通知書 

処分手続規則第 25条第１項、第 26条第１項 

16 営業責任者配置禁止措置決定通知書

/決定しない通知書 

処分手続規則第 27条第１項 

17 内部管理責任者配置禁止措置決定通

知書/決定しない通知書 

処分手続規則第 28条第１項 

 

２．協会員、金融商品仲介業者又は外務員等から本協会に提出する書類 

No 提出書類の名称 根拠法令等 

【聴聞に関する書類】 

１ 陳述書 行政手続法第 21条 

内閣府聴聞手続規則第 10条 

２ 非公開の要望書 金融商品取引法第 186条の２ 

３ 聴聞期日変更申出書 内閣府聴聞手続規則第３条第１項 

４ 代理人申請書 行政手続法第 16条第３項 

５ 代理人廃止届書 行政手続法第 16条第４項 

６ 補佐人の出頭許可申請書 内閣府聴聞手続規則第７条第１項 

７ 参加人許可申請書 内閣府聴聞手続規則第４条第１項 

８ 文書等閲覧・謄写申請書 行政手続法第 18条 

内閣府聴聞手続規則第５条第１項 

９ 聴聞調書等の閲覧申請書 行政手続法第 24条第４項 

内閣府聴聞手続規則第 12条第１項 

10 その他聴聞に関する書類 ― 

【弁明に関する書類】 

11 弁明書 処分手続規則第 10条第１項、第 22条 

12 弁明の期日開催申出書 処分手続規則第 10条第３項、第 22条 

13 代理人申請書 処分手続規則第 12 条第１項、同条第３項、

第 22条 

14 代理人廃止届出書 処分手続規則第 12条第４項、第 22条 

15 文書等閲覧申請書 処分手続規則第 14条第１項、第 22条 

16 その他弁明に関する書類 ― 

 

 

Ⅱ．電子情報処理組織による通知等の方法 

１．処分対象者である協会員との間で授受する通知等 

（１）本協会から協会員宛てに送付する通知等 

 ① 本協会は、当該通知等を書面等により行うときに記載すべきこととされている事項を

本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、情報セキュリティが十
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分確保されたオンラインストレージ1（以下「オンラインストレージ」という。）を利用し

て、協会員に対して当該ファイルを送信する。ただし、当該オンラインストレージが利

用できない協会員については、本協会が協会ＷＡＮの双方向機能の「提出文書管理」に

当該ファイルを登録する。 

 ② 協会員は、通知等を協会員の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録し、

当該記録を行った旨を本協会に連絡する。 

 ③ 本協会からの通知等は、協会員の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記

録がされた時に当該協会員に到達したものとみなす。 

 

（２）協会員から本協会に提出する書類 

 ① 協会員は、提出書類に記載すべきこととされている事項を記録したファイルを協会Ｗ

ＡＮの双方向機能の「提出文書管理」に登録する。 

 ② 本協会は、提出書類を本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録し、

協会ＷＡＮの双方向機能で「受理」を行う。 

 ③ 協会員からの提出書類は、本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの

記録がされた時に本協会に到達したものとみなす。 

 

２．処分対象者である金融商品仲介業者との間で授受する通知等 

（１）本協会から金融商品仲介業者宛てに行う通知等 

 ① 本協会は、当該通知等を書面等により行うときに記載すべきこととされている事項を

本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、オンラインストレージ

を利用して、金融商品仲介業者及び所属協会員に対して当該ファイルを送信する。ただ

し、当該オンラインストレージが利用できない金融商品仲介業者については、当該金融

商品仲介業者が所属協会員に通知等の受領を委任する旨を記載した委任状を所属協会員

を通じて本協会に提出し、委任を受けた所属協会員が、本協会からオンラインストレー

ジを利用して送信され、又は協会ＷＡＮの双方向機能の「提出文書管理」に登録された

当該ファイルを代理受領して、金融商品仲介業者に送付する。 

 ② 金融商品仲介業者及び所属協会員は、通知等を金融商品仲介業者及び所属協会員の使

用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録し、当該記録を行った旨を本協会に連

絡する。 

③ 本協会からの通知等は、金融商品仲介業者又は所属協会員の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルへの記録がされた時に当該金融商品仲介業者又は所属協会員に到達

したものとみなす。 

 

 

 
1 例として、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（以下「ISMAP（Information system Security 

Management and Assessment Program：イスマップ）」という。）に認定され、ISMAP クラウドサービスリストに

登録されているサービスが考えられる。https://www.ismap.go.jp/ 

https://www.ismap.go.jp/
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（２）金融商品仲介業者から本協会に提出する書類 

 ① 金融商品仲介業者及びその所属協会員は、次のⅰ）からⅳ）までのいずれかの方法に

より、本協会に提出書類を送付する。 

ⅰ）金融商品仲介業者が、提出書類に記載すべきこととされている事項を当該金融商品

仲介業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、オンラインストレ

ージのうち本協会が認めるものを利用して、本協会に対して当該ファイルを送信する

方法。この場合、所属協会員は、当該金融商品仲介業者から本協会宛に送信する提出

書類の内容の報告を受けることとする。 

ⅱ）金融商品仲介業者が、提出書類に記載すべきこととされている事項を当該金融商品

仲介業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、当該ファイルに電

子署名を行い、当該電子署名に係る電子証明書（次のイからハまでに掲げる電子証明

書をいう。以下同じ。）と併せて当該ファイルを本協会宛に電子メールで送信する方法。

この場合、所属協会員は、当該金融商品仲介業者から本協会宛に送信する提出書類の

内容の報告を受けることとする。 

イ 商業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第十二条の二第一項及び第三項の

規定に基づき登記官が作成したもの 

ロ 電子署名及び認証業務に関する法律（平成十二年法律第百二号）第八条に規定す

る認定認証事業者が作成したもののうち本協会が認めるもの 

ハ その他本協会が認めるもの 

ⅲ）金融商品仲介業者が社印等を押印した書面を電子ファイルにし、当該ファイルを所

属協会員が協会ＷＡＮの双方向機能の「提出文書管理」に登録する方法。この場合、金

融商品仲介業者が所属協会員に本協会宛の書類の提出を委任する旨を記載した委任状

を提出書類と併せて協会ＷＡＮの双方向機能の「提出文書管理」に登録する。 

ⅳ）金融商品仲介業者が社印等を押印した書面を本協会宛に郵送する方法。この場合、所

属協会員は、金融商品仲介業者が本協会宛に郵送した書面の内容を当該金融商品仲介

業者から報告を受けることとする。 

② 本協会は、提出書類を本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録す

る（上記ⅳ）の方法による場合を除く。）。 

③ 金融商品仲介業者からの提出書類は、本協会の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルへの記録がされた時に本協会に到達したものとみなす（上記ⅳ）の方法による場

合を除く。）。 

 

３．外務員等との間で授受する通知等 

（１）本協会から外務員等に送付する通知等 

 ① 本協会が外務員等に送付する通知等を電子情報処理組織を使用する方法により行うこ

とが適当と認める場合、本協会は、当該通知等を書面等により行うときに記載すべきこ

ととされている事項を本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、
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オンラインストレージを利用して、外務員等に対して当該ファイルを送信する。ただ

し、これに該当しない外務員等については、本協会は書面により通知等を郵送する。 

 ② 外務員等は、通知等を外務員等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録

し、当該記録を行った旨を本協会に連絡する（上記①但し書きの場合を除く。）。 

③ 本協会からの通知等は、外務員等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの

記録がされた時に当該外務員に到達したものとみなす（上記①但し書きの場合を除く。）。 

 

（２）外務員等から本協会に提出する書類 

 ① 外務員等は、次のⅰ）又はⅱ）のいずれかの方法により、本協会に提出書類を送付す

る。 

ⅰ）外務員等が、提出書類に記載すべきこととされている事項を当該外務員等の使用に

係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、当該ファイルに電子署名を行い、当

該電子署名に係る電子証明書と併せて当該ファイルを本協会宛に電子メールで送信す

る方法（本協会が、外務員等からの書類の提出を電子情報処理組織を使用する方法に

より行うことが適当と認める場合に限る。） 

ⅱ）外務員等が記名押印又は署名した書面を本協会宛に郵送する方法 

② 本協会は、提出書類を本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録す

る（上記ⅱ）の方法による場合を除く。）。 

③ 外務員等からの提出書類は、本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ

の記録がされた時に本協会に到達したものとみなす（上記ⅱ）の方法による場合を除く。）。 

 

 

付  則 

 

本取扱いは、令和７年●月●日付け「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」

の一部改正の施行日（令和７年 12月１日）から施行し、同日以降に行う通知等について適用

する。 
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「協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則」の一部改正案について 

 

令和７年９月 16日 

（下線部分変更） 

改  正  案 現     行 

第 ３ 章  雑   則 （ 新   設 ） 

  

（電子情報処理組織による通知等） 

第 37条 この規則において不服申立人、参加人、

本協会、審理員その他の当該不服申立ての関係

者が書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形その他の人

の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下同

じ。）により行うことが規定されているもの（こ

の規則において行審法に準ずることとしてい

る規定のうち、同法その他関連法令において書

面等により行うことが規定されているものを

含む。以下この条において「通知等」という。）

については、当該規定にかかわらず、本協会が

別に定めるところにより、電子情報処理組織

（本協会の使用に係る電子計算機と本協会と

の間で通知等を授受する者の使用に係る電子

計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。以下同じ。）を使用する方法

により行うことができる。 

 

（ 新   設 ） 

 

２ 前項の規定に基づき本協会が裁決書を送付

する場合、第 34 条に規定する記名押印につい

ては、当該規定にかかわらず、電子署名（総務

省関係法令に係る情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律施行規則第２条第２

項第１号に規定する「電子署名」をいう。）を

もって代えることができる。 

（ 新   設 ） 

３ 前２項の規定に基づき電子情報処理組織を

使用する方法により行われた通知等について

は、書面等により行われたものとみなして、こ

の規則又は当該通知等に関する本協会の自主

規制規則の規定を適用する。 

（ 新   設 ） 

 

４ 第１項の規定に基づき電子情報処理組織を （ 新   設 ） 

別紙 ２－１ 
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改  正  案 現     行 

使用する方法により行われた通知等は、当該通

知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルへの記録がされた時に当該

通知等を受ける者に到達したものとみなす。 

  

付   則  

この改正は、令和７年 12 月１日から施行し、

同日以降に行う通知等について適用する。 
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「協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則」第 37条第１項 

に規定する「本協会が別に定める」の内容等について（案） 

 

 令和７年●月●日制定 

 

「協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則」（以下「不服申立規則」

という。）第 37条第１項に基づき、外務員等（「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する

規則」（以下「処分手続規則」という。）第２条第１号、第２号、第４号、第５号及び第６号に

規定する者をいう。以下同じ。）に係る自主規制処分の不服申立てに関する通知等を電子情報

処理組織を使用する方法により行うときに必要な事項を、以下のとおり定める。 

あわせて、金融商品取引法第 64条の５（同法第 66条の 25において準用する場合を含む。）

に基づく処分に係る外務員等からの不服申立てに関する通知等を電子情報処理組織を使用す

る方法により行う場合（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律、情報通信技術

を活用した行政の推進等に関する法律施行令その他関連法令に定めるところにより行われ

る。）に必要な事項についても、以下のとおり定める。 

 

Ⅰ．電子情報処理組織による通知等の対象 

電子情報処理組織による通知等の対象は、以下に掲げる通知等とする。 

１．本協会（審理員を含む。以下同じ。）から協会員、金融商品仲介業者又は外務員等その他

当該不服申立ての関係者宛てに行う通知等 

No 通知等の名称 根拠法令等 

1 弁明書 行政不服審査法 29条第５項 

不服申立規則第 17条第４項 

2 反論書又は意見書 行政不服審査法 30条第３項 

不服申立規則第 18条第３項 

3 提出書類等の写し 行政不服審査法第 38条第１項 

不服申立規則第 26条第１項 

4 裁決書（審理員意見書を含む。）※ 行政不服審査法第 50条第１項、同条第２項、

第 51条第２項、同条第４項 

不服申立規則第 34条、第 35条第２項、同条

第３項 

5 その他不服申立てに関する通知等 ― 

※不服申立ての通知等のうち「裁決書」については、法令諸規則において記名押印を要す

る書面の性格上、より慎重な対応が求められることから、特段の事情のない限り、実務

運用上は当面の間、書面により行うこととする。 

 

２．協会員、金融商品仲介業者、外務員等その他当該不服申立ての関係者から本協会に提出

する書類 

別紙 ２－２ 
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No 提出書類の名称 根拠法令等 

1 審査請求書及び不服申立書 行政不服審査法第 19条第１項 

行政不服審査法施行令第４条第１項 

不服申立規則第 11条 

2 代表者（管理人）資格証明書、総代互

選書（総代通知書）又は代理人委任状 

行政不服審査法施行令第３条第１項、同条第

３項、第４条 

不服申立規則第６条から第８条、第 11条 

3 代表者（管理人）資格喪失届、総代解

任届又は代理人解任届 

行政不服審査法施行令第３条第２項、同条第

３項 

不服申立規則第６条から第８条 

4 審査請求地位承継届出書 行政不服審査法第 15条第３項 

不服申立規則第９条 

5 審査請求及び不服申立取下書 行政不服審査法第 27条第２項 

不服申立規則第 15条第２項 

6 審査請求及び不服申立取下書又は参

加の取下げに係る代理人の特別委任

状 

行政不服審査法施行令第３条第１項、同条第

３項 

不服申立規則第７条 

7 反論書又は意見書 行政不服審査法第 30条第１項、同条第２項 

不服申立規則第 18条第１項、同条第２項 

8 その他不服申立てに関する書類 ― 

 

 

Ⅱ．電子情報処理組織による通知等の方法 

１．協会員との間で授受する通知等 

（１）本協会から協会員宛てに送付する通知等 

 ① 本協会は、当該通知等を書面等により行うときに記載すべきこととされている事項を

本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、情報セキュリティが十

分確保されたオンラインストレージ1（以下「オンラインストレージ」という。）を利用し

て、協会員に対して当該ファイルを送信する。ただし、当該オンラインストレージが利

用できない協会員については、本協会が協会ＷＡＮの双方向機能の「提出文書管理」に

当該ファイルを登録する。 

 ② 協会員は、通知等を協会員の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録し、

当該記録を行った旨を本協会に連絡する。 

 ③ 本協会からの通知等は、協会員の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記

録がされた時に当該協会員に到達したものとみなす。 

 

1 例として、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（以下「ISMAP（Information system Security 

Management and Assessment Program：イスマップ）」という。）に認定され、ISMAP クラウドサービスリスト

に登録されているサービスが考えられる。https://www.ismap.go.jp/ 

https://www.ismap.go.jp/
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（２）協会員から本協会に提出する書類 

 ① 協会員は、提出書類に記載すべきこととされている事項を記録したファイルを協会Ｗ

ＡＮの双方向機能の「提出文書管理」に登録する。 

 ② 本協会は、提出書類を本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録し、

協会ＷＡＮの双方向機能で「受理」を行う。 

 ③ 協会員からの提出書類は、本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの

記録がされた時に本協会に到達したものとみなす。 

 

２．金融商品仲介業者との間で授受する通知等 

（１）本協会から金融商品仲介業者宛てに行う通知等 

 ① 本協会は、当該通知等を書面等により行うときに記載すべきこととされている事項を

本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、オンラインストレージ

を利用して、金融商品仲介業者に対して当該ファイルを送信する。ただし、当該オンラ

インストレージが利用できない金融商品仲介業者については、本協会は書面により通知

等を郵送する。 

 ② 金融商品仲介業者は、通知等を金融商品仲介業者の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルへ記録し、当該記録を行った旨を本協会に連絡する（上記①但し書きの場合

を除く。）。 

③ 本協会からの通知等は、金融商品仲介業者の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルへの記録がされた時に当該金融商品仲介業者に到達したものとみなす（上記①但し

書きの場合を除く。）。 

 

（２）金融商品仲介業者から本協会に提出する書類 

 ① 金融商品仲介業者は、次のⅰ）からⅳ）までのいずれかの方法により、本協会に提出

書類を送付する。 

ⅰ）金融商品仲介業者が、提出書類に記載すべきこととされている事項を当該金融商品

仲介業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、オンラインストレ

ージのうち本協会が認めるものを利用して、本協会に対して当該ファイルを送信する

方法 

ⅱ）金融商品仲介業者が、提出書類に記載すべきこととされている事項を当該金融商品

仲介業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、当該ファイルに電

子署名を行い、当該電子署名に係る電子証明書（次のイからハまでに掲げる電子証明

書をいう。以下同じ。）と併せて当該ファイルを金融商品仲介業者から本協会宛に電子

メールで送信する方法 

イ 商業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第十二条の二第一項及び第三項の

規定に基づき登記官が作成したもの 

ロ 電子署名及び認証業務に関する法律（平成十二年法律第百二号）第八条に規定す



4 

 

る認定認証事業者が作成したもののうち本協会が認めるもの 

ハ その他本協会が認めるもの 

ⅲ）金融商品仲介業者が社印等を押印した書面を電子ファイルにし、当該ファイルを所

属協会員が協会ＷＡＮの双方向機能の「提出文書管理」に登録する方法。この場合、金

融商品仲介業者が所属協会員に本協会宛の書類の提出を委任する旨を記載した委任状

を提出書類と併せて協会ＷＡＮの双方向機能の「提出文書管理」に登録する。 

ⅳ）金融商品仲介業者が社印等を押印した書面を本協会宛に郵送する方法 

② 本協会は、提出書類を本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録す

る（上記ⅳ）の方法による場合を除く。）。 

③ 金融商品仲介業者からの提出書類は、本協会の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルへの記録がされた時に本協会に到達したものとみなす（上記ⅳ）の方法による場

合を除く。）。 

 

３．外務員等その他不服申立て関係者との間で授受する通知等 

（１）本協会から外務員等に送付する通知等 

 ① 本協会が外務員等に送付する通知等を電子情報処理組織を使用する方法により行うこ

とが適当と認める場合、本協会は、当該通知等を書面等により行うときに記載すべきこ

ととされている事項を本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、

オンラインストレージを利用して、外務員等に対して当該ファイルを送信する。ただ

し、これに該当しない外務員等については、本協会は書面により通知等を郵送する。 

 ② 外務員等は、通知等を外務員等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録

し、当該記録を行った旨を本協会に連絡する（上記①但し書きの場合を除く。）。 

③ 本協会からの通知等は、外務員等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの

記録がされた時に当該外務員に到達したものとみなす（上記①但し書きの場合を除く。）。 

 

（２）外務員等から本協会に提出する書類 

 ① 外務員等は、次のⅰ）又はⅱ）のいずれかの方法により、本協会に提出書類を送付す

る。 

ⅰ）外務員等が、提出書類に記載すべきこととされている事項を当該外務員等の使用に

係る電子計算機に備えられたファイルに記録し、当該ファイルに電子署名を行い、当

該電子署名に係る電子証明書と併せて当該ファイルを本協会宛に電子メールで送信す

る方法（本協会が、外務員等からの書類の提出を電子情報処理組織を使用する方法に

より行うことが適当と認める場合に限る。） 

ⅱ）外務員等が記名押印又は署名した書面を本協会宛に郵送する方法 

② 本協会は、提出書類を本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ記録す

る（上記ⅱ）の方法による場合を除く。）。 

③ 外務員等からの提出書類は、本協会の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ

の記録がされた時に本協会に到達したものとみなす（上記ⅱ）の方法による場合を除く。）。 
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付  則 

 

本取扱いは、令和７年●月●日付け「協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立て

に関する規則」の一部改正の施行日（令和７年 12月１日）から施行し、同日以降に行う通知

等について適用する。 



2025年９月16日
日本証券業協会

処分通知等のデジタル化に係る

「協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則」等の

一部改正案に関するパブリックコメントの募集について



（1）

（１）本協会の外務員等処分の処分通知等の現状

１．改正の趣旨

➢ 本協会が行う外務員等処分には、国からの委任を受けて行う行政処分と、自主規制機関としての本協会が独

自で行う自主規制処分がある。

➢ これらの処分にあたっては、行政手続法、金融商品取引法及び「協会員の外務員等の処分に係る手続に関す

る規則」（以下「処分手続規則」という。）に定めるところにより、聴聞又は弁明に関する通知等を行い、処分が

決定した場合は処分対象者等に対して処分の通知を行っているが、これらの通知等については、当該法令規

則において書面で行うことが規定されていることから、現状、書面を郵送する方法により、通知等を行っている。

➢ 外務員等処分の不服申立てを本協会が受ける場合における不服申立書等も書面によることとなっている。

行政処分（登録取消処分・職務停止処分）

協会員X
又は

仲介業者Ｙ（注）

日証協

①聴聞通知等

②陳述書等

③処分通知

①～③全ての書面を郵送で授受

自主規制処分

（不都合行為者の取扱い・職務禁止措置等）

日証協 協会員Ｚ

①弁明通知等

②弁明書等

③不都合行為者決定通知
／措置通知

①～③全ての書面を郵送で授受（注）仲介業者の外務員の行政処分の場合は、
協会員を経由して仲介業者と書面を授受する。



（2）

１．改正の趣旨

（２）国の行政処分に係る処分通知等の状況

デジタル庁の「処分通知等のデジタル化に係る基本的な考え方」（一部抜粋）

２.２ 構造改革のためのデジタル原則 

令和３年12 月にデジタル臨時行政調査会が作成した「デジタル時代の構造改革とデジタル原則の方向性について」においても、

「①デジタル完結・自動化原則」として、行政手続についてのエンドツーエンドでのデジタル対応を実現することが、第一に掲げられ

ている。

上記２.１のデジタル手続法の規定の趣旨等も踏まえ、各府省庁において、 原則全ての申請等について、令和７年末までにデジタ

ル化を図ることとしている。

また、令和３年度からは、年間手続件数が10 万件以上の原則全ての手続について、前後の手続を含め、エンドツーエンドでデジ

タル化が図られるよう、各府省庁でオンライン利用率引上げの「基本計画」を定め、取組が進められている。

以上のように、エンドツーエンドでのデジタル完結を求めるデジタル手続法の趣旨やデジタル原則等を踏まえ、令和７年末に向け

て、原則全ての申請等のデジタル化の検討が進められていることから、併せて処分通知等のデジタル化についても進める必要が

あり、これは情報システムの整備や業務改革（BPR） の観点からも効果的であると考えられる。 

➢ 現在、各府省庁においては、令和７年末までに、原則全ての申請等をデジタル化するよう検討が進められて

いる。併せて、国や地方自治体が行う行政処分についても、デジタル庁が「処分通知等のデジタル化に係る

基本的な考え方」 （令和５年３月31日）を公表し、さらなるデジタル化を推進するとともに、デジタル手続法の

整備を通じて、必要な措置を講じることにより処分通知等の文書発出をオンラインで行うことが可能となってい

る。

➢ このような状況を踏まえ、今般、本協会が行う外務員等処分に関する処分通知等のデジタル化を図るため、

処分手続規則及び「協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則」 （以下「不服申立

規則」という。）の一部を改正することとする。



（3）

２．改正の概要

行政処分（国からの委任事務）
（登録取消、職務停止）

デジタル手続法

行政手続法・金商法

電子情報処理組織による通知等に関する「本協会が別に定める」の内容の制定

聴聞・弁明通知、
処分通知等

デジタル化
の根拠

自主規制処分
（不都合行為者の取扱い、職務禁止等）

処分手続規則

処分手続規則及び
不服申立規則の改正

⇒ デジタル手続法、処分手続規則、不服申立規則に基づき、日証協（行政処分においては行
政機関等である日証協）が、デジタル化の具体的な内容等を別に定める

今回
対応

今回
対応

⇒ 法律・規則の規定にかかわらず、各種通知等をデジタル方式により行うことができる旨を規定

金商法処分根拠
外務員規則・従業員規則・

仲介業者規則・内部管理責任者規則

行政不服審査法不服申立書等 不服申立規則

各 種 通 知 等 を 書 面 で 行 う 旨 が 規 定 さ れ て い る

整備
済み



（１）本協会（聴聞・弁明の主宰者及び不服申立てにおける審理員を含む。以下同じ。）から協会員、金融商品仲介
業者又は外務員等個人に行う通知等

① 聴聞に関する通知等 ： 聴聞通知書、聴聞期日続行通知書 等
② 弁明に関する通知等 ： 弁明通知書、弁明の期日開催決定書、弁明の期日続行通知書 等
③ 処分通知書
④ 不都合行為者決定通知書/決定しない通知書
⑤ 外務員の職務禁止措置決定通知書/決定しない通知書
⑥ 営業責任者配置禁止措置決定通知書/決定しない通知書
⑦ 内部管理責任者配置禁止措置決定通知書/決定しない通知書
⑧ 不服申立てに関する書類 ： 弁明書、反論書、意見書 等

３．デジタル化の対象となる処分通知等

デジタル化の対象は、本協会と協会員、金融商品仲介業者又は外務員等個人（個人金融商品仲介業者を含む。

以下同じ。）（注１）との間で授受される外務員等処分及び不服申立て（注２）に関する書面とする。ただし、外務員等

個人との間で授受する書面は、送付先の把握や本人確認が困難なケースが多いことから、「本協会がデジタル方

式で行うことが適当と認める場合」のみデジタル化の対象とする。
（注１）外務員等処分の対象者は協会員（金融商品仲介業者の外務員の行政処分の場合は金融商品仲介業者）であり、処分通知等の名宛人も協会員

（又は金融商品仲介業者）であるが、外務員等処分は、処分の原因となった法令等違反行為を行った外務員等個人にも影響を与えるものである
ため、当該外務員等個人も処分内容を認知することができるよう、当該外務員等個人が退職している場合には、処分手続規則に基づき、本協
会から当該外務員等個人にも、聴聞・弁明通知及び処分通知を郵送している。

（注２）外務員等個人は外務員等処分について本協会に不服申立てを行うことができ、協会員は外務員等処分のうち自主規制処分について本協会に
不服申立てを行うことができる。

（4）

（２）協会員、金融商品仲介業者又は外務員等個人から本協会宛に提出する書類
① 聴聞に関する書類 ： 陳述書、非公開の要望書、聴聞期日変更申出書、参加人許可申請書 等
② 弁明に関する書類 ： 弁明書、弁明の期日開催申出書等
③ 不服申立てに関する書類 ： 不服申立書、不服申立て取下げ書、反論書、意見書 等



（１）本協会（聴聞・弁明の主宰者等を含む）から協会員宛てに送付する通知等

４．処分通知等のデジタル化の具体的な内容

（２）協会員から本協会に提出する書類

日証協
協会員

①本協会が、情報セキュリティが十分確保されたオンラオンラインストレージ
（以下「オンラインストレージ」という。）を利用して、通知等を送信
※当該オンラインストレージが利用できない協会員については協会ＷＡＮ双方向

機能より通知する。

②協会員が通知等を
ダウンロード

③協会員が受領メールを送信

日証協

①協会員が協会ＷＡＮの「提出文書管理」から提出書類を提出する。

協会員
②協会ＷＡＮで提出された各種書類をダウンロード

③本協会が協会ＷＡＮ上のステータスを「受理」にする。

１．処分対象者である協会員との間で授受する通知等

（5）



（１）本協会（聴聞・弁明の主宰者等を含む）から金融商品仲介業者宛てに送付する通知等

４．処分通知等のデジタル化の具体的な内容

（２）金融商品仲介業者から本協会に提出する書類

日証協

協会員

③仲介業者と協会員はそれぞれ本協会に受領メールを送信

日証協

協会員

②提出書類
を保存

仲介業者

仲介業者

①仲介業者は以下の(a)から（d）のいずれかの方法により、本協会に提出書類を送付する。
 (a)仲介業者がオンラインストレージのうち本協会が認めるものを利用して、本協会に提出書類を

送信（提出協会員にもCCで送付）
 (b)仲介業者が電子署名・電子証明書を付けたファイルを本協会に電子メールで送信（提出

協会員にもCCで送付）
（c) 協会員が仲介業者を代理して協会ＷＡＮで提出

（注）仲介業者が提出協会員に書類の提出を委任する旨を記載した委任状を提出書類（押印書面をPDFに

したもの）と一緒に提出する。

 (d)仲介業者が社印等を押印した書面を本協会に郵送（別途、提出協会員にも送付）

③本協会は、 (a)又は(b)の場合は仲介業者と協会員に受領メールを送信、
 （c) の場合は協会ＷＡＮ上のステータスを「受理」にする。

２．処分対象者である金融商品仲介業者との間で授受する通知等

①本協会がオンラインストレージを利用して、通知等を仲介業者と事故顛末報告書の提出
協会員に送信
（注）当該オンラインストレージが利用できない仲介業者は、仲介業者が提出協会員に通知等の受領を委任する

旨を記載した委任状を本協会に提出し、協会ＷＡＮ又はオンラインストレージで提出協会員が代理受領する。

②送付された通知等を
ダウンロード

①

①（c）の場合に協会ＷＡＮ提出
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（１）本協会（聴聞・弁明の主宰者等を含む）から外務員等個人宛てに送付する通知等

４．処分通知等のデジタル化の具体的な内容

（２）外務員等個人から本協会に提出する書類

日証協

外務員等個人

③外務員等個人は本協会に受領メールを送信

日証協

②提出書類を保存

①外務員等は以下の(a) 又は（b）のいずれかの方法により、本協会に提出書類を送付する。
(a)外務員等個人が電子署名・電子証明書を付けたファイルを本協会に電子メールで送信
 （注）外務員等個人の連絡先確認や本人確認の状況など踏まえ、本協会が適当と認める場合に限る。

  (b) 外務員等個人が記名押印又は署名した書面を本協会に郵送

③本協会は、(a)の場合は外務員等個人に受領メールを送信する。

３．外務員等個人との間で授受する通知等

①本協会がオンラインストレージを利用して、通知等を外務員等個人に送信
（注）外務員等個人の連絡先確認や本人確認の状況など踏まえ、

本協会が適当と認める場合に限り、これに該当しない場合は書面で郵送する。

②送付された通知等を
ダウンロード

外務員等個人
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５．規則改正案
① 協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則（１）

改正案 現行

第 ２ 章 行 政 処 分

（金融商品仲介業者の外務員に係る聴聞の通知等）
第 ４ 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員に係る行

政処分をしようとするときは、行政手続法に定める聴聞
を行う。

２ 本協会は、前項の聴聞を行おうとするときは、所属協
会員を通じて当該外務員に係る外務員登録を受けている
金融商品仲介業者に前条第１項各号に掲げる事項を通知
する。

３ （ 現行どおり ）

４ 前２項の規定は、第30条の規定に基づき、本協会が金
融商品仲介業者に直接通知を行う場合は適用しない。

５ 本協会は、第２項に規定する通知を行う場合、当該通
知に係る金融商品仲介業者の外務員（第３項に規定する
金融商品仲介業者の外務員を除く。）に対しても、同様
の通知を行う。

６ 第３項及び前項の規定は、第２項の通知に係る金融商
品仲介業者の外務員の住所、居所が知れない場合その他
のやむを得ない理由がある場合は適用しない。

第 ２ 章 行 政 処 分

（金融商品仲介業者の外務員に係る聴聞の通知等）
第 ４ 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員に係る行

政処分をしようとするときは、所属協会員を通じて当該
外務員に係る外務員登録を受けている金融商品仲介業者
に前条第１項各号に掲げる事項を通知し、行政手続法に
定める聴聞を行う。

（ 新 設 ）

２ 前項の所属協会員は、金融商品仲介業者に対し、前項
の通知の内容を金融商品仲介業者の外務員（当該金融商
品仲介業者に所属している者に限る。）に速やかに伝達
するように指導しなければならない。

（ 新 設 ）

３ 本協会は、第１項に規定する通知を行う場合、当該通
知に係る金融商品仲介業者の外務員（前項に規定する金
融商品仲介業者の外務員を除く。）に対しても、同様の
通知を行う。 

４ 前２項の規定は、第１項の通知に係る金融商品仲介業
者の外務員の住所、居所が知れない場合その他のやむを
得ない理由がある場合は適用しない。
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５．規則改正案
① 協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則（２）

改正案 現行

（金融商品仲介業者の外務員に係る行政処分の通知等）
第 ６ 条 （ 現行どおり ）

２ （ 現行どおり ）

３ 前２項の規定は、第30条の規定に基づき、本協会が金融
商品仲介業者に直接通知を行う場合は適用しない。

４ 本協会は、第１項に規定する通知を行う場合、当該通知
に係る金融商品仲介業者の外務員（第２項に規定する金融
商品仲介業者の外務員を除く。）に対しても、同様の通知
を行う。

５ 第２項及び前項の規定は、第１項の通知に係る金融商品
仲介業者の外務員の住所、居所が知れない場合その他のや
むを得ない理由がある場合は適用しない。

６ （ 現行どおり ）

（金融商品仲介業者の外務員に係る行政処分の通知等）
第 ６ 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員に係る行政
処分を行ったときは、遅滞なく、行政処分の内容及びその
理由を書面により所属協会員を通じて当該外務員に係る外
務員登録を受けている金融商品仲介業者に通知する。

２ 前項の所属協会員は、金融商品仲介業者に対し前項の通
知の内容を金融商品仲介業者の外務員（当該金融商品仲介
業者に所属している者に限る。）に速やかに伝達するよう
に指導しなければならない。

（ 新 設 ）

３ 本協会は、第１項に規定する通知を行う場合、当該通知
に係る金融商品仲介業者の外務員（前項に規定する金融商
品仲介業者の外務員を除く。）に対しても、同様の通知を
行う。

４ 前２項の規定は、第１項の通知に係る金融商品仲介業者
の外務員の住所、居所が知れない場合その他のやむを得な
い理由がある場合は適用しない。

５ 本協会は、第１項の通知を行ったときは、当該通知先の
金融商品仲介業者の全ての所属協会員に周知する。
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５．規則改正案
① 協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則（３）

改正案 現行

第 ３ 章 自主規制処分

（金融商品仲介業者の外務員の職務禁止措置の通知等）
第 26 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員の職務禁止
措置を行うことを決定した場合又は行わないことを決定し
た場合は、遅滞なく、書面によりその旨を金融商品仲介業
者の外務員等に係る提出協会員に通知する。金融商品仲介
業者の外務員の職務禁止措置を行うことを決定した場合に
おいて、当該通知に係る金融商品仲介業者の外務員等が退
職その他の理由により他の協会員に所属しているとき、又
は他の協会員を所属金融商品取引業者等とする金融商品仲
介業者に所属している若しくは個人金融商品仲介業者と
なっているときは、当該他の協会員に対しても、同様の通
知を行う。

２ 前項の提出協会員は、金融商品仲介業者に対し、前項の
通知の内容を伝達するとともに、金融商品仲介業者から、
当該外務員等（当該金融商品仲介業者に所属している者に
限る。）に対して、前項の通知の内容を速やかに伝達する
ように指導しなければならない。

３・４ （ 現行どおり ）
５ 本協会は、第１項の通知を行ったときは、当該通知に係
る外務員等が所属する金融商品仲介業者の全ての所属協会
員に周知する。

６・７ （ 現行どおり ）

第 ３ 章 自主規制処分

（金融商品仲介業者の外務員の職務禁止措置の通知等）
第 26 条 本協会は、金融商品仲介業者の外務員の職務禁止
措置を行うことを決定した場合又は行わないことを決定し
た場合は、遅滞なく、書面によりその旨を金融商品仲介業
者の外務員等に係る提出協会員を通じて金融商品仲介業者
に通知する。金融商品仲介業者の外務員の職務禁止措置を
行うことを決定した場合において、当該通知に係る金融商
品仲介業者の外務員等が退職その他の理由により他の協会
員に所属しているとき、又は他の協会員を所属金融商品取
引業者等とする金融商品仲介業者に所属している若しくは
個人金融商品仲介業者となっているときは、当該他の協会
員に対しても、同様の通知を行う。

２ 前項の提出協会員は、金融商品仲介業者に対し、前項の
通知の内容を金融商品仲介業者の外務員等（当該金融商品
仲介業者に所属している者に限る。）に速やかに伝達する
ように指導しなければならない。

３・４ （ 省 略 ）
５ 本協会は、第１項の通知を行ったときは、当該通知先の
金融商品仲介業者の全ての所属協会員に周知する。

６・７ （ 省 略 ）
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５．規則改正案
① 協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則（４）

改正案 現行

第 ５ 章 雑 則

（電子情報処理組織による通知等）
第 30 条 この規則において本協会（弁明の主宰者を含
む。）又は当事者等が書面により行うことが規定されてい
るもの並びに行政処分における聴聞又は処分に関する届出、
申請その他の法令の規定に基づき本協会（聴聞の主宰者を
含む。）に対して行われる通知及び法令の規定に基づき本
協会（聴聞の主宰者を含む。）が行う通知のうち書面によ
り行うことが規定されているもの（以下この条において
「通知等」という。）については、当該規定にかかわらず、
情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律、情報
通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行令その
他関連法令に基づき本協会が別に定めるところにより、電
子情報処理組織（本協会の使用に係る電子計算機と本協会
との間で通知等を授受する者の使用に係る電子計算機とを
電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下同
じ。）を使用する方法により行うことができる。

２ 前項の規定に基づき電子情報処理組織を使用する方法に
より行われた通知等については、書面により行われたもの
とみなして、この規則又は当該通知等に関する本協会の自
主規制規則の規定を適用する。

３ 第１項の規定に基づき電子情報処理組織を使用する方法
により行われた通知等は、当該通知等を受ける者の使用に
係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時
に当該通知等を受ける者に到達したものとみなす。

第 ５ 章 雑 則

（ 新 設 ）

（ 新 設 ）

（ 新 設 ）
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５．規則改正案
① 協会員の外務員等の処分に係る手続に関する規則（５）

改正案 現行

（費 用）
第 31 条  （ 現行どおり ）

付 則
この改正は、令和７年12月１日から施行し、同日以降に行

う通知等について適用する。

（費 用）
第 30 条 第３章第１節に規定する弁明の手続の費用は、次
の各号に掲げるものを除くほか、当事者等の負担とする。
１～３ （ 省 略 ）



（13）

５．規則改正案
②協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則（１）

改正案 現行

第 ３ 章 雑 則

（電子情報処理組織による通知等）
第 37条 この規則において不服申立人、参加人、本協会、
審理員その他の当該不服申立ての関係者が書面等（書面、
書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、
図形その他の人の知覚によって認識することができる情報
が記載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）によ
り行うことが規定されているもの（この規則において行審
法に準ずることとしている規定のうち、同法その他関連法
令において書面等により行うことが規定されているものを
含む。以下この条において「通知等」という。）について
は、当該規定にかかわらず、本協会が別に定めるところに
より、電子情報処理組織（本協会の使用に係る電子計算機
と本協会との間で通知等を授受する者の使用に係る電子計
算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。
以下同じ。）を使用する方法により行うことができる。

２ 前項の規定に基づき本協会が裁決書を送付する場合、第
34条に規定する記名押印については、当該規定にかかわら
ず、電子署名（総務省関係法令に係る情報通信技術を活用
した行政の推進等に関する法律施行規則第２条第２項第１
号に規定する「電子署名」をいう。）をもって代えること
ができる。

３ 前２項の規定に基づき電子情報処理組織を使用する方法
により行われた通知等については、書面等により行われた
ものとみなして、この規則又は当該通知等に関する本協会
の自主規制規則の規定を適用する。

（ 新 設 ）

（ 新 設 ）

（ 新 設 ）

（ 新 設 ）
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５．規則改正案
②協会員の従業員等に係る自主規制処分の不服申立てに関する規則（２）

改正案 現行

４ 第１項の規定に基づき電子情報処理組織を使用する方法
により行われた通知等は、当該通知等を受ける者の使用に
係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時
に当該通知等を受ける者に到達したものとみなす。

付 則
この改正は、令和７年12月１日から施行し、同日以降に行

う通知等について適用する。

（ 新 設 ）



（15）

年月日 検討状況等

2025年９月11日 自主規制企画分科会においてパブコメ案を審議

2025年９月16日 自主規制会議においてパブコメ案を審議

2025年９月16日
～10月15日

規則改正案のパブリック・コメント

2025年11月13日 自主規制企画分科会において規則改正案を審議（注）

2025年11月18日 自主規制会議において規則改正案を審議（注）

2025年12月１日 改正規則の施行日

６．スケジュール

（注）パブリックコメント募集時の案の内容について変更を求める意見がない場合は、当該案に沿った規則改正

等（軽微な語句修正等を含む。）の了承を委員長・議長に一任し、原則として、会議における改めての審議は

行わない。この場合、表に記載の日程より早い日程となる。


